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１．寒川町の財務書類（令和元年度決算） 

（１）統一モデルについて 

統一モデルは、開始貸借対照表を固定資産台帳などに基づき作成し、現金取引の情報だけでなく、ストック・

フロー情報を網羅的に公正価値により把握した上で、個々の取引情報を発生主義により複式記帳して作成する

ことを前提としたモデルです。総務省は、平成 27 年１月に「統一的な基準による地方公会計の整備促進につ

いて＜総務大臣通知＞」を示し、平成 29 年度までにすべての自治体において「統一モデル」による財務書類

等を作成する事を要請しています。これを受け、寒川町では平成 28 年度決算より統一モデルによる財務書類

を作成しました。 

発生主義とは、費用・収益の認識を現金収支にかかわらず、その取引および事象が発生した時点で認識する

方法です。複式簿記とは、取引を原因と結果に分けて二面的に記録していく方法で、取引を原因と結果に分け

て左右に記録するので、貸借平均の原理により、自己検証機能を有するとともに、フローである歳入・歳出の

記録とストックである資産・負債の変動の記録を同時に記録することができますので、財務書類の数値から元

帳、伝票に遡って検証することが可能です。 

また、決算情報（決算分析のための情報）の作成・開示のみならず、事業や公共施設等のマネジメントの促

進をも可能にする勘定科目体系を備えております。 

 

（２）作成基準日 

財務書類の作成基準日は、会計年度の最終日である令和 2 年 3 月 31 日を基準日として作成しています。令

和 2 年 4 月 1 日から令和 2 年 5 月 31 日までの出納整理期間の収支については、基準日までに収入・支出があ

ったものとして取り扱っています。 
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２．財務４表の種類 

（１）貸借対照表（B/S） 

貸借対照表は、基準日時点における財政状態を明らかにするもので、資産、負債、純資産の 3 つの要素

から構成されています。左側に住民の財産や権利など将来にわたる様々な行政サービスを提供する「資産」

を、右側にそれらを築くための借入金などで将来の世代が返済することになる「負債」、国や県からの補助

金（国民や県民からの税金）、税などにより今までの世代が負担し、返済の必要がない「純資産」として記

載されています。 

 

  Ａ 資産 

（所有財産や権利で、将来世代が享受するであろう便

益） 

１．固定資産 

  ａ．有形固定資産 

①事業用資産 

庁舎・学校・公民館などの資産 

②インフラ資産 

道路・公園・下水道など売却できないとされた 

資産 

③物品 

  ｂ．無形固定資産 

ｃ．投資その他の資産 

出資金、積立金など長期に保有するもの 

２．流動資産 

現金及び 3 ヶ月以内の預金等 

 

Ｂ 負債 （将来世代が負うことになる借金などの負担） 

１．固定負債 

ａ．地方債 

発行した公債のうち、償還期限が 1 年を超えるもの 

ｂ．退職手当引当金 

年度末に全職員が退職した場合に支払うべき金額 

ｃ．その他 

１年を超えて支払いや返済を予定している債務 

２．流動負債 

ａ．1 年内償還予定地方債 

発行した公債のうち、翌年度償還を予定してい 

るもの 

ｂ．賞与等引当金 

翌期に支払う賞与に備えて、見積計上した金額 

c．その他 

１年以内に支払や返済を予定している債務 

 

 Ｃ 純資産【Ａ－Ｂ】 

（現在までの世代が負担した金額で、返済の必要がな

い正味の資産） 

１．固定資産等形成分 

資産形成のために充当した資源の蓄積 

２．余剰分（不足分） 

地方公共団体の費消可能な資源の蓄積 

資   産   合   計 負 債 ・ 純 資 産 合 計 
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（２）行政コスト計算書（P/L） 

自治体の行政活動は将来の世代も利用できる資産の形成だけでなく、人的サービスや給付サービスなど、

資産形成につながらない当該年度の行政サービスも提供しています。行政コスト計算書は、会計期間中の

業績、つまり、１年間の行政サービスに費やされたコスト（費用）と収益の取引高を明らかにするもので

す。現行会計では捕捉できなかった減価償却費など非現金コストについても計上しています。 

 

Ａ 経常費用【Ⅰ＋Ⅱ＋Ⅲ＋Ⅳ】 

Ⅰ．人件費 

職員の給与・議員歳費・退職手当など 

Ⅱ．物件費等 

物品購入・光熱水費・施設などの修繕費・減価償却費など 

Ⅲ．移転費用 

社会保障給付費・各種団体への補助金など 

Ⅳ．その他のコスト 

地方債の利子、徴収不能引当金繰入額など 

Ｂ 経常収益 

行政サービスの利用で住民の皆さんが直接負担する施設使用料・手数料・保険料 

及び利子・配当金等保有資産から発生する収益など 

Ｃ 純経常行政コスト【Ａ－Ｂ】 

経常費用から経常収益を差し引いて計算をする、通常活動により経常的に生ずる行政コスト 
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（３）純資産変動計算書（NW） 

純資産変動計算書は、会計期間中の貸借対照表の純資産の変動、すなわち政策形成上の意思決定または

その他の事象による純資産の変動及びその内部構成の変動（その他の純資産減少原因・財源及びその他の

純資産増加原因の取引高）を明らかにするものです。すなわち貸借対照表の純資産の期首と期末の残高と

期中の増加及び減少、それぞれの額を表しています。 

 

Ａ 前年度末純資産残高 

Ｂ 本年分純資産変動額【Ⅰ＋Ⅱ＋Ⅲ＋Ⅳ＋Ⅴ＋Ⅵ】 

Ⅰ．純行政コスト 

純行政コストへの財源措置 

Ⅱ．財源【ａ＋ｂ】 

ａ．税収等 

地方税、地方交付税、地方譲与税など 

ｂ．国県等補助金 

国庫支出金、県支出金 

Ⅲ．固定資産等の変動（内部変動） 

ａ．有形固定資産の増加・減少 

有形・無形固定資産の購入、売却、減価償却、除却など 

ｂ．貸付金・基金の増加・減少 

貸付金の貸付け、回収・基金の増加、取崩など 

Ⅳ．資産評価差額 

有価証券などの評価差額 

Ⅴ．無償所管換等 

無償で譲渡または取得した固定資産の評価額など 

Ⅵ．その他 

上記以外の純資産及び内部構成の変動 

Ｃ 本年度末純資産残高【Ａ＋Ｂ】 
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（４）資金収支計算書（C/F） 

資金収支計算書は、会計期間中の資金収支の状態、すなわち資金の利用状況及び資金の獲得能力を明ら

かにするものです。期首と期末の残高と期中の増加及び減少、それぞれの額を表しています。現行の現金

主義会計の決算書に近い書類になります。 

 

Ａ 本年度資金収支額（Ⅰ＋Ⅱ＋Ⅲ） 

Ⅰ．業務活動収支（ｂ＋ｄ－ａ－ｃ） 

 ａ．業務支出 

業務費用支出…人件費・物件費等・支払利息など 

移転費用支出…補助金等支出・社会保障給付支出など 

 ｂ．業務収入 

地方税・国庫補助金収入・社会保険料・使用料など 

 ｃ．臨時支出 

 ｄ．臨時収入 

Ⅱ．投資活動収支（ｂ－ａ） 

ａ．投資活動支出 

公共施設等整備費支出・基金の積立など 

ｂ．投資活動収入 

基金の取崩し・資産の売却など 

Ⅲ．財務活動収支（ｂ－ａ） 

ａ．財務活動支出 

公債の返済など 

  b．財務活動収入 

公債の発行収入など 

Ｂ 前年度末資金残高 

Ｃ 本年度末資金残高（Ａ＋Ｂ） 
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（５）財務書類４表の相関関係 

4 つの財務書類の関連性には下記の３つポイントがあり、その相関関係は下記の図のようになります。 

 

【貸借対照表】       【行政コスト計算書】          【純資産変動計算書】           【資金収支計算書】 

借方 貸方  借方 貸方  

 

 

③ 

 

② 

借方 貸方  借方 貸方 

資 産 

(うち資金) 

 

負 債 費用 収 益  (期首残高) (期首残高)  

財源の使途 

(うち純行政コスト) 

財源の調達 業務収入 業務支出 

純行政コスト 投資収入 投資支出 

  資産の減少 資産の増加 財務収入 財務支出 

純資産   期末残高(+)   期末残高 

                    ① 

 

 

①貸借対照表の資産のうち「資金」の金額は、資金収支計算書の「期末資金残高」に対応します。 

②貸借対照表の「純資産」の金額は、純資産変動計算書の「期末純資産残高」に対応します。 

③行政コスト計算書の「純行政コスト」の金額は、純資産変動計算書の財源の使途のうち、 

「純行政コスト」に対応します。 
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３．科目の説明 

 

貸借対照表の科目 

科 目 名 内 容 説 明 

【資産の部】 自治体が所有する財産や権利 

固定資産  

有形固定資産  

事業用資産 インフラ資産及び物品以外の有形固定資産 

インフラ資産 道路ネットワーク、下水処理システム、水道、橋梁、公園など 

物品 物品、美術品、車両等 

無形固定資産  

投資その他の資産  

投資及び出資金 株券、公債証券、 

投資損失引当金 投資損失の計上見込み額 

長期延滞債権 滞納繰越調定収入未済の収益及び財源 

長期貸付金 １年を超えて回収する予定の貸付金 

基金 長期運用のための積立金 

徴収不能引当金 長期延滞債権に対する徴収不能見込み額 

流動資産  

現金預金 現金及び預金 

未収金 現年調定現年収入未済の収益及び財源 

短期貸付金 １年以内に回収する予定の貸付金 

基金 短期運用のための積立金 

棚卸資産 売却をするために取得した資産 

徴収不能引当金 未収入金に対する徴収不能見込み額 

【負債の部】  

固定負債  

地方債 発行した公債のうち返済期限が１年を超えるもの 

長期未払金 未払い金のうち返済期限が１年を超えるもの 

退職手当引当金 年度末に全職員が退職した場合に支払うべき退職金 

損失補償等引当金 第３セクター等の債務のうち、将来自治体の負担となる可能性が

ある金額 

流動負債  

１年内償還予定地方債 発行した公債のうち返済期限が１年以内のもの 

未払金及び未払費用 代金の支払いが済んでいないもの 
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前受金及び前受収益 翌年度の使用料等を先に受け取った金額 

賞与等引当金 翌年度に支払う事が予定されている賞与のうち、当年度負担の

金額 

預り金 第三者からの預り金 

【純資産の部】  

固定資産等形成分 資産形成のために充当した資源の蓄積 

余剰分（不足分） 地方公共団体の費消可能な資源の蓄積 
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行政コスト計算書の科目 

 
科 目 名 内 容 説 明 

【経常費用】 収益のうち毎年度経常的に発生するもの 

業務費用  

人件費  

職員給与等 職員等に対する勤労の対価や報酬 

賞与引当金繰入額 当年度の費用とすべき賞与引当金 

退職手当引当金繰入額 当年度の費用とすべき退職金の見積額 

物件費等  

物件費 職員旅費、委託料、消耗品費など 

維持補修費 資産の機能維持のために必要な修繕費等 

減価償却費 使用や時の経過による有形固定資産の当年度分の価値減少額 

その他の業務費用  

支払利息 公債や借入金に対する利息の負担金額 

徴収不能引当金繰入額 当年度の費用とすべき徴収不能引当金 

移転費用  

補助金等 政策的目的による補助金 

社会保障給付 社会保障給付としての扶助費等 

他会計への繰出金 地方公営事業会計に対する繰出金 

経常収益 収益のうち毎年度経常的に発生するもの 

使用料及び手数料 行政サービス提供の対価として受け取る収益 

その他 利子及び配当金など 

純経常行政コスト 毎年度経常的に発生するコスト 

臨時損失  

災害復旧事業費 災害復旧に関する費用 

資産除売却損 資産を売却した際に発生した損失 

投資損失引当金繰入額 当年度の費用とすべき投資損失引当金 

損失補償等引当金繰入

額 

当年度の費用とすべき損失補償等引当金 

臨時利益  

資産売却益 資産を売却した際に発生した利益 

純行政コスト 当年度において発生したコスト 
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純資産変動計算書の科目 

 
科 目 名 内 容 説 明 

前年度末純資産残高  

純行政コスト（△） 行政コスト計算書の収支尻 

財源  

税収等 地方税、地方交付税及び地方譲与税等 

国県等補助金 国支出金及び県支出金等 

固定資産等の変動  

有形固定資産等の増加 有形、無形固定資産の形成のための支出 

有形固定資産等の減少 有形、無形固定資産の減価償却、売却、除却等による減少 

貸付金・基金等の増加 貸付金・基金等の形成による保有資産の増加 

貸付金・基金等の減少 貸付金・基金等の取り崩し等による保有資産の減少 

資産評価差額 有価証券等の評価差額 

無償所管換等 無償で譲渡または取得した固定資産の評価額等 

本年度純資産変動額  
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資金収支計算書の科目 

科 目 名 内 容 説 明 

【事業活動収支】  

業務支出  

業務費用支出  

人件費支出 人件費に係る支出 

物件費支出 物件費に係る支出 

支払利息支出 地方債等に係る支払利息の支出 

移転費用支出  

補助金等支出 補助金に係る支出 

社会保障給付支出 社会保障給付に係る支出 

他会計への繰出支出 他会計への繰出に係る支出 

業務収入  

税収等収入  

租税収入 税金等の収入 

社会保険料収入 社会保険料の収入 

他会計からの移転収入 他会計からの移転に係る収入 

国庫補助金収入 国庫補助金のうち業務支出の財源に充当した金額 

使用料及び手数料収入 使用料及び手数料の収入 

臨時支出  

災害復旧事業費支出 災害復旧事業に伴う支出 

臨時収入  

国庫補助金収入 国庫補助金のうち臨時支出の財源に充当した金額 

【投資活動収支】  

投資活動支出  

公共施設等整備費支出 有形固定資産の形成に係る支出 

基金積立金支出 基金の積立に伴う支出 

投資及び出資金支出 有価証券、出資の購入に伴う支出 

貸付金支出 資金貸付による支出 

投資活動収入  

国庫補助金収入 国庫補助金のうち投資活動支出の財源に充当した金額 

基金取崩収入 基金の取崩に伴う収入 

貸付金元本回収収入 貸付金元本回収による収入 

資産売却収入 資産売却による収入 

【財務活動収支】  

財務活動支出  
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地方債償還支出 公債元本償還による支出 

短期借入金支出 金融機関等への元本返済による支出 

財務活動収入  

地方債発行収入 公債発行による収入 

短期借入金収入 金融機関等からの借り入れによる収入 

前年度末資金残高  

本年度末資金残高  
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４．一般会計等の財務書類 

 一般会計等の範囲…一般会計及び各特別会計の一部 

 

 （１）貸借対照表                                                    （単位：百万円） 

 
※百万円未満を四捨五入しているため、合計等が一致しない場合があります。 

 

 

平成３０年度 構成比 令和元年度 構成比 増減

80,349 96.1% 79,747 95.5% △ 602

78,740 94.1% 78,064 93.5% △ 676

ａ　事業用資産 17,357 20.8% 17,177 20.7% △ 180

ｂ　インフラ資産 60,841 72.7% 60,437 72.3% △ 404

ｃ　物品 543 0.7% 449 0.5% △ 94

- 0.0% - 0.0% 0

1,609 1.9% 1,683 2.0% 74

3,305 4.0% 3,793 4.5% 488

1,273 1.5% 1,419 1.7% 146

1,969 2.4% 2,304 2.8% 335

63 0.1% 70 0.1% 7

83,654 100.0% 83,540 100.0% △ 114

9,027 10.8% 8,464 10.1% △ 563

6,972 8.3% 6,498 7.8% △ 474

1,125 1.3% 1,181 1.4% 56

930 1.1% 785 0.9% △ 145

1,484 1.8% 1,556 1.9% 72

929 1.1% 993 1.2% 64

222 0.3% 224 0.3% 2

334 0.4% 339 0.4% 5

10,512 12.6% 10,020 12.0% △ 492

73,142 87.4% 73,520 88.0% 378

83,654 100.0% 83,540 100.0% △ 114

B　負債の部

A　資産の部

１　固定資産

１　有形固定資産

２　無形固定資産

３　投資その他の資産

２　流動資産

現金預金

基金

その他

資産合計

負債・純資産合計

１　固定負債

a 地方債

b　退職手当引当金

ｃ　その他

２　流動負債

a　1年内償還予定地方債

b　賞与等引当金

c　その他

負債合計

C　純資産の部

純資産合計
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令和元年度末現在の資産総額は 835.4 億円です。負債総額は 100.2 億円で、資産総額から負債総額を差

し引いた純資産は 735.2 億円となりました。 

資産の構成のうち固定資産が約 95.5%を占めていて、総額 797.5 億円となっています。その大部分は有

形固定資産で、その内訳としては、事業用資産：171.8 億円、インフラ資産：604.4 億円、物品：4.5 億円

となっています。 

一方負債は、資産形成のために発行した公債の金額は 74.9 億円（短期分：9.9 億円、長期分：65.0 億円）

と負債全体の約 75％を占めています。 

平成３０年度の貸借対照表との主要な増減を比較すると、有形固定資産は新規取得等により増加してい

ますが、減価償却により減少していますので固定資産全体で 6.0 億円の減少となっています。 

   また、流動資産は現金預金が 1.4 億円の増加、財政調整基金の増加 3.3 億円などにより全体で 4.9 億円

の増加となりました。 

負債は主に償還により公債(短期含む)が 4.1 億円減少し、全体で 4.9 億円の減少となりました。 

 

以上より、令和元年度末現在、100.2 億円の負債があるものの、その約 8倍の 835.4 億円の 

資産を保有していることから、財政の健全性は確保されているといえます。 
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（２）行政コスト計算書                                                            （単位：百万円） 

 

※百万円未満を四捨五入しているため、合計等が一致しない場合があります。 

 

令和元年度の 1 年間で行政活動に要した経常費用は 135.3 億円で、経常収益は 7.6 億円でした。統一モデ

ルでは税収は経常収益の中には含まれていません。これは、税収を住民からの拠出（出資金）として考えて

いるためです。税収は「純資産変動計算書」に計上されることになります。 

経常費用から経常収益を差し引いた純経常行政コストは 127.7 億円となりました。 

経常費用のうち、人件費は 33.9 億円（25.1%）です。この中には、毎年必要な額を給付するものとして考え

る賞与引当金繰入額や職員の退職金と退職金の支払いを永年の通常の勤務に対する代価と考え、通常勤務の

コストとして毎年必要な額を給付するものとして考える退職給付費用等が含まれています。物件費等は、消

耗品費、維持修繕費、減価償却費等で 49.8 億円（36.8%）でした。他会計や補助金、児童手当などの社会保

障関係費等への移転費用は全体で 50.5 億円（37.3%）となりました。 

  

平成３０年度 構成比 令和元年度 構成比 増減

8,067 62.5% 8,486 62.4% 419

①　人件費 3,246 25.1% 3,394 25.1% 148

②　物件費等 4,646 36.0% 4,982 36.8% 336

③　その他の業務費用 175 1.4% 109 0.8% △ 66

4,850 37.5% 5,045 37.3% 195

①　補助金等 1,251 9.7% 1,425 10.5% 174

②　社会保障給付 2,243 17.4% 2,269 16.8% 26

③　その他 1,356 10.5% 1,350 10.0% △ 6

12,918 100.0% 13,531 100.0% 613

77 7.5% 81 10.6% 4

1,077 93.3% 680 89.2% △ 397

1,154 100.0% 762 100.0% △ 392

11,763 12,769 1,006

453 - 8 - △ 445

0 - 4 - 4

453 - 4 - △ 441

12,216 - 12,773 - 557

a 使用料及び手数料

A　経常費用

a 業務費用

b 移転費用

経常費用合計

B　経常収益

臨時損益合計

E　純行政コスト

ｂ その他

経常収益合計

C　純経常行政コスト（Ａ-Ｂ）

D　臨時損益

a 臨時損失

ｂ 臨時利益
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（３）純資産変動計算書                                     （単位：百万円） 

 

※百万円未満を四捨五入しているため、合計等が一致しない場合があります。 

 

令和元年度の財源の調達は 132.4 億円となっており、その内訳は税収等が 103.0 億円、国県等補助金が 29.5

億円となっております。 

純行政コストは 127.7 億円のため、これに無償所管換等の金額を加算すると当期純資産変動額は 3.8 億円

の増加となり、今年度末純資産残高は 735.2 億円となりました。この期末純資産残高は「貸借対照表」の「純

資産合計」に対応しています。 

純資産は、平成 30 年度の貸借対照表と比較し 3.8 億円増加しているため、将来の負担が減少したというこ

とになります。 

  

平成３０年度 令和元年度 増減

△ 12,216 △ 12,773 △ 557

12,736 13,243 507

10,122 10,296 174

2,614 2,947 333

0 0 0

42 △ 90 △ 132

0 △ 2 △ 2

562 378 △ 184

72,580 73,142 562

73,142 73,520 378

Ⅲ　資産評価差額

Ⅰ　純行政コスト

Ⅱ　財源

a　税収等

b　国県等補助金

Ⅳ　無償所管換等

Ⅴ　その他

A当期純資産変動額

B　期首純資産残高

C　期末純資産残高（Ａ+Ｂ）
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（４）資金収支計算書                                            （単位：百万円） 

 

※百万円未満を四捨五入しているため、合計等が一致しない場合があります。 

 

業務活動収支、投資活動収支及び財務活動収支に分かれています。業務活動収支のうち業務支出の内訳は、

人件費：33.4 億円、物件費等：37.1 億円、補助金等：14.3 億円、社会保障給付：22.7 億円、他会計への繰

出：13.4 億円でした。一方、業務収入は、租税収入：102.7 億円、国県等補助金：26.3 億円、使用料及び手

数料：0.8 億円、その他(諸収入)：6.8 億円であり、収支は 16.3 億円の収入超過となりました。 

次に投資活動収支のうち投資活動支出の内訳は、公共施設等整備費：6.7 億円、基金積立金：7.8 億円、

その他貸付金等：1.1 億円の支出でした。一方投資活動収入は、国県等補助金：1.8 億円、基金取崩：4.1 億

円、その他貸付金等：1.0 億円であり、収支は 8.8 億円の支出超過となりました。 

最後に、地方債等の償還支出や発行収入などを表す財務活動収支は、地方債等発行で 5.2 億円の収入があ

った一方、地方債等償還に 9.3 億円、その他：1.9 億円に支出があり、差引 6.0 億円の支出超過となってお

ります。これは、負債の返済が進んでいることを示しております。 

この結果、令和元年度の資金収支額は 1.5 億円の増加となり、期末資金残高は 12.7 億円となりました。

本年は、公債等の返済や財産形成等の投資活動などの支出がやや抑制される結果となったため、資金の増加

につながったことを示しています。 

この期末資金残高は、「貸借対照表」の「資金」の項目に対応しています。 

平成３０年度 令和元年度 増減

1,893 1,625 △ 268

a 業務支出 △ 11,633 △ 12,172 △ 539

　　うち支払利息支出 △ 63 △ 51 12

b 業務収入 13,471 13,665 194

c 臨時支出 0 0 0

d 臨時収入 54 132 78

△ 1,191 △ 880 311

a 投資活動支出 △ 1,727 △ 1,573 154

b 投資活動収入 536 693 157

△ 815 △ 599 216

a 財務活動支出 △ 1,266 △ 1,117 149

b 財務活動収入 451 519 68

△ 113 147 260

1,234 1,122 △ 112

1,122 1,268 146

151 151 0

0 0 0

151 151 0

1,273 1,419 146

B　前年度末資金残高

Ⅰ．業務活動収支

Ⅱ．投資活動収支

Ⅲ．財務活動収支

A　本年度資金収支額

前年度末歳計外現金残高

本年度歳計外現金増減額

本年度末歳計外現金残高

本年度末現金預金残高

C　本年度末資金残高
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5．連結会計の財務書類 

連結会計の範囲…一般会計等、国民健康保険事業特別会計、後期高齢者医療事業特別会計、介護保険事業特

別会計、下水道事業特別会計、寒川町土地開発公社、神奈川県後期高齢者医療広域連合、

神奈川県町村情報システム共同事業組合 

 

（１）貸借対照表                                                     （単位：百万円） 

 
※百万円未満を四捨五入しているため、合計等が一致しない場合があります。 

平成３０年度 構成比 令和元年度 構成比 増減

103,805 95.7% 102,802 95.0% △ 1,003

99,320 91.6% 98,409 91.0% △ 911

ａ　事業用資産 17,357 16.0% 17,177 15.9% △ 180

ｂ　インフラ資産 81,257 74.9% 80,615 74.5% △ 642

ｃ　物品 706 0.7% 617 0.6% △ 89

998 0.9% 973 0.9% 0

3,486 3.2% 3,419 3.2% △ 67

4,640 4.3% 5,389 5.0% 749

1,610 1.5% 2,093 1.9% 483

2,783 2.6% 3,049 2.8% 266

248 0.2% 247 0.2% △ 1

108,445 100.0% 108,191 100.0% △ 254

25,014 23.1% 24,040 22.2% △ 974

12,569 11.6% 11,856 11.0% △ 713

2,444 2.3% 2,384 2.2% △ 60

10,001 9.2% 9,800 9.1% △ 201

2,212 2.0% 2,372 2.2% 160

1,481 1.4% 1,513 1.4% 32

239 0.2% 243 0.2% 4

493 0.5% 617 0.6% 124

27,227 25.1% 26,412 24.4% △ 815

0

81,218 74.9% 81,779 75.6% 561

108,445 100.0% 108,191 100.0% △ 254

B　負債の部

A　資産の部

１　固定資産

１　有形固定資産

２　無形固定資産

３　投資その他の資産

２　流動資産

現金預金

基金

その他

資産合計

負債・純資産合計

１　固定負債

a 地方債

b　退職手当引当金

ｃ　その他

２　流動負債

a　1年内償還予定地方債

b　賞与等引当金

c　その他

負債合計

C　純資産の部

純資産合計
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令和元年度末現在の資産総額は 1,081.9 億円です。負債総額は 264.1 億円で、資産総額から負債総額を

差し引いた純資産は 817.8 億円となりました。 

資産の構成のうち固定資産が約 95%を占めていて、総額 1,028.0 億円です。その大部分は有形固定資産

であり、その内訳としては、事業用資産：171.8 億円、インフラ資産：806.2 億円、物品：6.2 億円となっ

ています。 

一方負債は、資産形成のために発行した公債の金額は 133.7 億円（短期分：15.1 億円、長期分：118.6 億

円）と負債全体の約 50.6％を占めています。 

平成３０年度連結会計の貸借対照表との主要な増減を比較すると、有形固定資産は新規取得等により増

加しましたが、減価償却により減少していますので固定資産全体として 10.0 億円の減少となりました。 

 

以上より、令和元年度末現在 264.1 億円の負債があるものの、その約 4 倍の 1082.0 億円の資産を保有し

ていることから、財政の健全性は確保されているといえます。 
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（２）行政コスト計算書                                                  （単位：百万円） 

 

※百万円未満を四捨五入しているため、合計等が一致しない場合があります。 

 

令和元年度の 1 年間で行政活動に要した経常費用は 255.4 億円で、経常収益は 13.3 億円でした。統一モデ

ルでは税収は経常収益の中には含まれていません。これは、税収を住民からの拠出（出資金）として考えて

いるためです。税収は「純資産変動計算書」に計上されることになります。 

経常費用から経常収益を差し引いた純経常行政コストは 242.2 億円となりました。 

経常費用のうち、人件費は 36.2 億円（14.2%）です。この中には、毎年必要な額を給付するものとして考え

る賞与引当金繰入額や職員の退職金と退職金の支払いを永年の通常の勤務に対する代価と考え、通常勤務の

コストとして毎年必要な額を給付するものとして考える退職給付費用等が含まれています。物件費等は、消

耗品費、維持修繕費、減価償却費等で 60.9 億円（23.9%）でした。他会計や補助金、社会保障関係費等への

移転費用は 154.6 億円（60.5%）となりました。 

  

平成３０年度 構成比 令和元年度 構成比 増減

9,773 39.2% 10,088 39.5% 315

①　人件費 3,470 13.9% 3,619 14.2% 149

②　物件費等 5,742 23.0% 6,091 23.9% 349

③　その他の業務費用 560 2.3% 378 2.2% △ 182

15,157 60.8% 15,456 60.5% 299

①　補助金等 12,837 51.5% 13,180 51.6% 343

②　社会保障給付 2,244 9.0% 2,271 8.9% 27

③　その他 76 0.3% 6 0.0% △ 70

24,929 100.0% 25,544 100.0% 615

622 36.1% 623 47.0% 1

1,100 63.9% 703 53.1% △ 397

1,722 100.0% 1,325 100.0% △ 397

23,207 24,219 1,012

0

454 - 13 - △ 441

0 - 4 - 4

454 - 9 - △ 445

23,661 - 24,228 - 567

a 使用料及び手数料

A　経常費用

a 業務費用

b 移転費用

経常費用合計

B　経常収益

臨時損益合計

E　純行政コスト

ｂ その他

経常収益合計

C　純経常行政コスト（Ａ-Ｂ）

D　臨時損益

a 臨時損失

ｂ 臨時利益
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（３）純資産変動計算書                                     （単位：百万円） 

 

※百万円未満を四捨五入しているため、合計等が一致しない場合があります。 

 

令和元年度の財源の調達は 246.2 億円となっており、その内訳は税収等が 147.2 億円、国県等補助金が 99.0

億円となっております。 

純行政コストは 242.3 億円のため、これに無償所管換等の金額を加算すると当期純資産変動額は 5.6 億円

の増加となり、結果、期末純資産残高は 817.8 億円となりました。この期末純資産残高は「貸借対照表」の

「純資産合計」に対応しています。 

純資産は、平成 30 年度の貸借対照表と比較し 5.6 億円増加しているため、将来の負担が減少したというこ

とになります。 

  

平成３０年度 令和元年度 増減

△ 23,661 △ 24,228 △ 567

23,964 24,623 659

14,965 14,721 △ 244

8,999 9,902 903

0 0 0

46 △ 90 △ 136

△ 2 256 258

347 560 213

80,871 81,218 347

81,218 81,779 561

Ⅲ　資産評価差額

Ⅰ　純行政コスト

Ⅱ　財源

a　税収等

b　国県等補助金

Ⅳ　無償所管換等

Ⅴ　その他

A当期純資産変動額

B　期首純資産残高

C　期末純資産残高（Ａ+Ｂ）
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（４）資金収支計算書                                       （単位：百万円） 

 

※百万円未満を四捨五入しているため、合計等が一致しない場合があります。 

 

資金収支計算書は業務活動収支、投資活動収支及び財務活動収支に分かれています。業務活動収支のうち

業務支出の内訳は、人件費：35.6 億円、物件費等：39.9 億円、補助金等：13.2 億円、社会保障給付：22.7

億円でした。一方、業務収入は、租税収入：143.5 億円、国県等補助金：95.9 億円、使用料及び手数料：6.2

億円、その他(諸収入)：7.0 億円であり、収支は 20.7 億円の収入超過となりました。 

次に投資活動収支のうち投資活動支出の内訳は、公共施設等整備費：9.5 億円、基金積立金：10.8 億円、

その他貸付金等：0.9 億円の支出でした。一方投資活動収入は、国県等補助金：2.6 億円、基金取崩：7.4 億

円、その他貸付金等：1.0 億円であり、収支は 10.2 億円の支出超過となりました。 

最後に、地方債等の償還支出や発行収入などを表す財務活動収支は、地方債等発行で 8.0 億円の収入があ

った一方、地方債等償還に 14.8 億円、その他：1.9 億円に支出があり、収支は 8.5 億円の支出超過となって

おります。これは、負債の返済が進んでいることを示しております。 

この結果、令和元年度の資金収支額は 3.0 億円の増加となり、期末資金残高は 19.4 億円となりました。

本年は、財務活動収支が前年度より減少した反面、公債等の返済や財産形成等の投資活動などの支出がやや

抑制される結果となったため、資金の増加につながったことを示しています。 

この期末資金残高は、「貸借対照表」の「資金」の項目に対応しています。 

平成３０年度 令和元年度 増減

2,202 2,067 △ 135

a 業務支出 △ 22,799 △ 23,323 △ 524

　　うち支払利息支出 △ 203 △ 173 30

b 業務収入 24,632 25,258 626

c 臨時支出 0 0 0

d 臨時収入 369 132 △ 237

△ 1,276 △ 1,017 259

a 投資活動支出 △ 2,279 △ 2,120 159

b 投資活動収入 1,003 1,103 100

△ 1,023 △ 845 178

a 財務活動支出 △ 1,829 △ 1,672 157

b 財務活動収入 806 827 21

△ 97 205 302

1,557 1,459 △ 98

1,459 1,942 483

151 151 0

0 0 0

151 151 0

1,610 2,093 483

前年度末歳計外現金残高

本年度歳計外現金増減額

本年度末歳計外現金残高

本年度末現金預金残高

C　本年度末資金残高

B　前年度末資金残高

Ⅰ．業務活動収支

Ⅱ．投資活動収支

Ⅲ．財務活動収支

A　本年度資金収支額
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6．寒川町の財務分析（一般会計等） 

財務書類をもとに、他自治体の指標を平均したものとの比較を行い、寒川町の財務状況を分析します。 

他自治体平均（3～5万人）とは、一般社団法人 地方公会計研究センターより提供された、総務省 HP

掲載「平成 29年度 統一的な基準による財務書類に関する情報」より、都道府県を除いた【市町村：1549

団体】のうち人口が 3～5万人の自治体の平均値となります。 

なお、寒川町における住民人口は、「住民基本台帳・世帯人口統計表 の合計（人）」を使用しておりま

す。 

※平成 30年度 48,273 人 平成 31 年 4 月 1 日時点 

 令和元年度 48,424 人 令和 2年 4月 1日時点 

 

（１）資産の状況 

資産の状況は、「将来世代に残る資産はどのくらいあるか」等を表しています。資産に関する情報は、

歳入歳出決算書に添付されている財産に関する調書においても、公有財産、物品、債権及び基金の種別に

提供されています。しかし、土地及び建物並びに山林は地積や面積で測定され、動産も個数で表示される

など、地方公共団体の保有する資産の価値に関する情報を得ることはできません。 

貸借対照表は、資産の部において地方公共団体の保有する資産のストック情報を一覧表示しており、こ

れを住民一人当たり資産額や有形固定資産の行政目的別割合、歳入額対資産比率、有形固定資産減価償

却率といった指標を用いて分析することにより、住民等に対して資産に関する情報を提供するものとい

えます。 

 

① 「住民一人当たり資産額」 

 資産額を住民基本台帳で除して住民一人当たり資産額とすることにより、住民等にとってわかりやす

い情報となるとともに、他団体との比較が容易になります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 住民一人当たり資産額は昨年度と比較して 8 千円減少しました。 

  

・資産合計÷住民基本台帳人口 

算定式 

・平成 30 年度：1,733 千円 

・令和元年度：1,725 千円 

・他自治体平均：2,094 千円 

指標数値 
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② 「有形固定資産の行政目的別割合」 

 行政目的別の割合を算出することにより、行政分野との社会資本形成の比重の把握が可能になります。

行政分野ごとに社会資本がどのように形成されてきたかを把握することができます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 「歳入額対資産比率」 

 当該年度の歳入総額に対する資産合計の比率を算出することにより、これまでに形成されたストック

としての資産が、歳入の何年分に相当するかを表し、地方公共団体の資産形成の度合いを測ることがで

きます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 歳入額対資産比率は昨年度と比較して 0.13 年数値が減少しました。資産合計は昨年と比較するとほぼ

変わらないものの、歳入額が昨年より増加したためと考えられます。 

  

行政目的項目 平成 30 年度 令和元年度 

①生活インフラ・国土保全 76.68% 76.93% 

②教育 16.26% 16.36% 

③福祉 1.58% 1.58% 

④環境衛生 1.40% 1.34% 

⑤産業振興 0.27% 0.26% 

⑥消防 0.66% 0.57% 

⑦総務 3.15% 2.96% 

⑧その他 0.00% 0.00% 

合計 100.0% 100.0% 

 

指標数値 

・資産合計÷歳入総額 

算定式 

・平成 30 年度：5.31 年 

・令和元年度：5.18 年 

・他自治体平均：4.01 年 

指標数値 
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④ 「有形固定資産減価償却率」 

 保有している有形固定資産のうち、償却資産の取得価額等に対する減価償却累計額の割合を算出する

ことにより、耐用年数に対して資産の取得からどの程度経過しているのかを全体として把握することが

できます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 有形固定資産減価償却率は昨年度から 1.4%増加しました。これは資産の老朽化が年々進んでいること

を意味します。また、他自治体平均と比較してもやや高い状況となっております。 

  

 

 
＝ 

算定式 

有形固定資産 

減価償却率 
＝ 

有形固定資産 ― 土地等の非償却資産 + 減価償却累計額 

減価償却累計

額 

・平成 30 年度：65.2% 

・令和元年度：66.6% 

・他自治体平均：58.3% 

指標数値 
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（２）資産と負債の比率 

資産と負債の比率は、「将来世代と現世代との負担の分担はどのようになっているか」を表すものです。

これは、貸借対照表上の資産、負債及び純資産の対比によって明らかにされます。 

 

① 「純資産比率」 

 地方公共団体は、地方債の発行を通じて、将来世代と現世代の負担の配分を行います。このため、純資

産に対する資産の比率は、保有している有形固定資産等がどの世代の負担により行われたのかを示して

おり、世代間負担の状況を把握することができます。 

 また、純資産の変動は、将来世代と現世代との間で負担の割合が変動したことを意味します。例えば、

純資産の減少は、現世代が将来世代にとっても利用可能であった資源を消費して便益を享受したことを

意味し、逆に、純資産の増加は、現世代が自らの負担によって将来世代も利用可能な資源を蓄積したこと

を意味すると捉えることもできます。ただし、純資産は固定資産等形成分及び余剰分（不足分）に分類さ

れるため、その内訳にも留意する必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 当年度資産が減少しましたが、それ以上に負債を減らすことができたため純資産比率は昨年度から

0.6%増加しました。 

 

② 「社会資本等形成の世代間負担比率（将来世代負担比率）」 

 有形固定資産等の社会資本等について、形成された資産額に対して、財源のうち将来の償還等が必要

な負債による調達割合を比較することにより、社会資本等形成に係る将来世代の負担の程度を把握する

ことができます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・純資産÷資産合計 

算定式 

・平成 30 年度：87.4% 

・令和元年度：88.0% 

・他自体平均：70.4% 

指標数値 

 

 

算定式 

社会資本等形成の世代間負担比率 

（将来世代負担比率） 有形・無形固定資産合計 

地方債残高 

・平成 30 年度：10.0％ 

・令和元年度：9.6% 

・他自治体平均：17.4 % 

指標数値 
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 減価償却による有形固定資産の減少及び地方債の減少により 0.4%前年度より将来世代の負担割合が減

少しました。 

 

（３）負債の状況 

 負債の状況は、「財政に持続可能性があるか（どのくらい借金があるか）」という住民等の関心に基づく

ものであり、財政運営に関する本質的な視点です。これに足しては、第一に、地方公共団体財政健全化法

に基づく健全化判断比率（実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率及び将来負担比率）による

分析が行われていますが、これに加えて財務書類も有用な情報を提供することができます。財政の持続

可能性に関する指標としては、住民一人当たり負債額、基礎的財政収支（プライマリーバランス）や債務

償還可能年数が挙げられます。 

 

① 「住民一人当たり負債額」 

 資産形成度を示す住民一人当たり資産額と同様、負債の総額では、団体ごとの財政規模が異な

るため、金額のみで単純比較することは適切ではありませんが、住民一人当たりの負債額を算出

することで類似団体との比較が容易になるとともに、住民にとってもわかりやすい情報となりま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 人口の増加及び負債額の減少により 11 千円住民一人当たり負債額が減少しました。 

 

② 「基礎的財政収支（プライマリーバランス）」 

 資金収支計算書上の業務活動収支（支払利息支出を除く。）及び投資活動収支（基金積立金支出及び基

金取崩収入を除く。）の合算額を算出することにより、地方債等の元利償還額を除いた歳出と、地方債等

発行収入を除いた歳入のバランスを示す指標となり、当該バランスが均衡している場合には、経済成長

率が長期金利を下回らない限り経済規模に対する地方債等の比率は増加しないとされています。 

 ただし、基礎的財政収支は、業務活動収支と投資活動収支のいずれも赤字の場合、またはどちらか一方

が赤字の場合でも赤字になり得ますが、公共施設の老朽化対策等の必要な投資を行った結果、投資活動

収支が赤字になることもありますので、一概に基礎的財政収支が黒字であれば評価できるものではない

ことに十分留意することが必要です。 

  

・負債合計÷住民基本台帳人口 

算定式 

・平成 30 年度：218 千円 

・令和元年度：207 千円 

・他自治体平均：565 千円 

指標数値 
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③ 【参考指標】「債務償還可能年数」 

 債務償還可能年数は、実質債務が償還財源の何年分相当あるかを示す指標であり、経常的な業務活動

の黒字分を債務の償還に充当した場合に、何年で現在の債務を償還できるかを表す理論値です。債務の

償還原資を計上的な業務活動からどれだけ確保できる見込みがあるかということは、債務償還能力を把

握する上で重要な視点です。 

 しかし、償還財源を資金収支計算書の業務活動収支とすることについては、現行の基準のもとでは、業

務支出の中には、所有外資産の整備費用等、投資活動支出的な性質を持っていますが、地方公共団体の資

産形成を伴わず、業務支出に区分されている支出も含まれているため、業務活動収支の黒字分が極端に

小さく（または赤字に）なり、結果として債務償還可能年数が極端に長く（または算出不能に）なりうる

という課題等があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 当年度地方債残高が減少し、昨年度と比較して業務活動収支が減少したため 0.7 年長くなりました。 

 

 ※債務償還比率の自治体平均は指標が無いため、当方で算出。 

  

基礎的財政収支＝業務活動収支（支払利息支出を除く。） 

        + 投資活動収支（基金積立支出及び基金取崩収入を除く。） 

算定式 

・平成 30 年度：1,399,698 千円 

・令和元年度：1,170,380 千円 

・他自治体平均： ‐98,149 千円 

指標数値 

 

 

算定式 

・平成 30 年度： 4.3 年 

・令和元年度： 5.0 年 

・他自治体平均：16.2 年 

指標数値 

 

債務償還可能年数 ＝ 

業務収入等－業務支出 

地方債残高（将来負担額－充当可能基金残高） 
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（４）行政コストの状況 

行政コストの状況は、「行政コストサービスに係るコストはどのようになっているか」といった住民等

の関心に基づくものです。地方自治法においても、「地方公共団体は、その事務を処理するに当たっては、

住民の福祉の増進に努めるとともに、最小の経費で最大の効果を挙げるようにしなければならない」と

されているものであり（同法第２条第１４項）、財政の持続可能性と並んで重要な視点です。行政コスト

計算書においては、住民一人当たり行政コストや性質別・行政目的別行政コストといった指標を用いる

ことによって、効率性の度合いを定量的に測定することが可能となります。 

 

「住民一人当たり行政コスト」 

 効率性を測るためには、行政コストに着目することが有効ですが、地方公共団体の人口規模や面積等

により、必要となるコストは異なるため、単純比較することは適切ではありません。住民一人当たりの行

政コストの額を算出することにより、住民にとってもわかりやすい情報となるとともに、類似団体と比

較することで、当該団体の効率性の度合いを分析することができます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 昨年度と比較して住民一人当たり行政コストは 11 千円増加しました。 

 

  

・純行政コスト÷住民基本台帳人口 

算定式 

・平成 30 年度：253 千円 

・令和元年度：264 千円 

・他自治体平均：418 千円 

指標数値 
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（５）受益者負担の状況 

 受益者負担の状況は「歳入はどのくらい税収用で賄われているか（受益者負担の水準はどうなってい

るか）」といった住民等の関心に基づくものです。 

 これは、決算統計における歳入内訳や財政力指数が関連しますが、財務書類においても、行政コスト計

算書において使用料・手数料などの受益者負担の割合を算出することが可能であるため、これを受益者

負担水準の適正さの判断指標として用いることができます。 

 

「受益者負担の割合」 

 行政コスト計算書の経常収益は、使用料・手数料など行政サービスに係る受益者負担の金額であるた

め、これを経常費用（行政サービス提供に係る負担）と比較することにより、行政サービスの提供に対す

る受益者負担の割合を算出することができます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 昨年度と比較して経常収益が減少し、経常費用が増加したため受益者負担の割合が減少する結果とな

りました。 

 

 

算定式 

受益者負担比率 ＝ 
経常費用 

経常収益 

・平成 30 年度：8.9％ 

・令和元年度：5.6％ 

・他自治体平均：4.7% 

指標数値 
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7.  〈参考〉主な指標と他団体との比較

　ここでは、財務諸表から読み取れる財務状況を、指標を用いて説明します。
参考として財務諸表を公表している近隣各市町の指標も掲載しています。

指標算定に用いた
基礎数値

*(年度(平成)会計方式規模）

寒川町
01統(一般)

藤沢市
30統(一般)

茅ヶ崎市
30統(一般)

海老名市
30統(一般)

綾瀬市
30統(一般)

二宮町
30統(一般)

開成町
30統(一般)

住民一人当たり資産額
（千円）

1,725 2,091 920 1,549 1,502 859 1,460

歳入額対資産比率
（年）

5.2 6 2.8 4.8 4.3 3.0 4.1

資産老朽化比率
（％）

66.6 53.6 59.9 63.3 47.4 81.1 61.1

純資産比率
（％）

88.0 89 65.3 85 82 59 75.8

社会資本形成の世代間
負担比率（％）

9.6 7.1 28.9 13.9 8.7 13.4 20.8

住民一人当たり負債額
（千円）

207 231 320 232 271 352 350

住民一人当たり行政
コスト（千円）

264 286 260 260 297 246 280

受益者負担の割合
（％）

5.6 5.5 3.8 3.7 2.4 5.8 4.3

県内でホームページに財務諸表の掲載のある市町の一部から抜粋しています。

会計年度、会計規模等に差異があります。

*団体名下の表示は、次の略としています。

(基準年度(平成・令和)､規模(一般会計等＝一、普通会計＝普､連結会計＝連)
　　　

住民一人当たり資産額：資産合計÷人口 (単位：千円／人)

歳入額対資産比率：資産合計÷歳入総額

有形固定資産減価償却率：減価償却累計額÷（有形固定資産－非償却資産＋減価償却累計額）

1,725

2,091

920

1,549

1,502

859

1,460

寒川町…

藤沢市…

茅ヶ崎市…

海老名市…

綾瀬市…

二宮町…

開成町…

5.2年

6.0年

2.8年

4.8年

4.3年

3.0年

4.1年

寒川町…

藤沢市…

茅ヶ崎市…

海老名市…

綾瀬市…

二宮町…

開成町…

66.6 

53.6 

59.9 

63.3 

47.4 

81.1 

61.1 

寒川町…

藤沢市…

茅ヶ崎市…

海老名市…

綾瀬市…

二宮町…

開成町…

歳入総額に対する資産の比率を算出することによ
り、これまでに形成されたストックとしての資産が、歳
入の何年分に相当するかを表し、地方公共団体の資
産形成の度合いを測ることができます。
この割合が増加すると、維持・管理といったランニン
グコストも増加するので注視する必要があります。

町の資産(金融資産、庁舎や学校などの建物、道
路、これらの用地、各種権利など）がどれくらいある
か、住民1人当たりに換算したものです。

1人当たりの資産が多いということは、それだけ町が
資産的には豊かであり、投資をしてきたとも言えます
が、その分維持・管理といったランニングコストも必要
となってくるので、経常的経費の財政負担増加が懸念
されます。

有形固定資産のうち、償却資産の取得価格等に対
する減価償却累計額の割合を算出することにより、耐
用年数に対して資産の取得からどの程度経過してい
るのかを全体として把握することができます。
この指標は、全資産に対しての数値であるため、
個々の資産に対して、更新すべき資産とそうでない資
産、また修繕で足りる資産と、買い替える資産等、そ
れぞれの資産について、公共施設等総合管理計画に
基づき計画的に更新等を行っていく必要があります。
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純資産比率：純資産合計÷資産合計

社会資本形成の世代間負担比率：地方債残高÷有形・無形固定資産合計

住民一人当たり負債額：負債合計÷人口 (単位：千円／人)

住民一人当たり行政コスト：純行政コスト÷人口 (単位：千円／人)

受益者負担の割合：経常収益÷経常費用

88.0 

89.0 

65.3 

85.0 

82.0 

59.0 

75.8 

寒川町…

藤沢市…

茅ヶ崎市…

海老名市…

綾瀬市…

二宮町…

開成町…

9.6 

7.1 

28.9 

13.9 

8.7 

13.4 

20.8 

寒川町…

藤沢市…

茅ヶ崎市…

海老名市…

綾瀬市…

二宮町…

開成町…

207

231

320

232

271

352

350

寒川町…

藤沢市…

茅ヶ崎市…

海老名市…

綾瀬市…

二宮町…

開成町…

264

286

260

260

297

246

280

寒川町…

藤沢市…

茅ヶ崎市…

海老名市…

綾瀬市…

二宮町…

開成町…

5.6 

5.5 

3.8 

3.7 

2.4 

5.8 

4.3 

寒川町…

藤沢市…

茅ヶ崎市…

海老名市…

綾瀬市…

二宮町…

開成町…

純行政コストを町民1人当たりの額に換算したもので
す。この指標から効率性を測ることが出来ます。
他団体と比較することでその団体の相対的な行政効
率の評価をすることが出来ます。ただし、行政サービス
の水準に各団体の特色があるため、低いから効率的
だとか、高いから非効率的との評価が難しいもので
す。

使用料や手数料などの経常収益合計と人件費や物
件費、社会保障給付などの経常費用合計を比べるこ
とで、行政サービスの提供に対する受益者負担の水
準を表しています。
公共施設等には、多額の維持管理経費がかかるこ
とから、受益者による、ある程度の負担も必要と言え
ます。

学校や道路などの公共施設を整備するため等の地
方債を主とした、町の負債を住民1人当たりの額に換
算したものです。世代間公平の観点からある程度の
負担をお願いするものですが、過度な負担を強いな
いよう、財政運営を行う必要があります。

地方公共団体は、地方債の発行を通じて、将来世代と

現世代の負担の配分を行っています。純資産の変動は、

将来世代と現世代との間で負担の割合が変動したことを

意味します。

例えば、純資産の減少は、現世代が将来世代にとって

も利用可能であった資源を消費して便益を享受する一方

で、将来世代に負担が先送りされたことを意味し、逆に、

純資産の増加は、現世代が自らの負担によって将来世

代も利用可能資源を蓄積したことを意味すると捉えること

ができる情報となります。

社会資本等について将来の償還等が必要な負債に

よる形成割合を算出することにより、社会資本等形成

に係る将来世代の負担の比重を把握することができ

ます。
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